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四日市市条例第１８号 

   四日市市指定地域密着型介護予防サービスの基準を定める条例の一部を改正す

る条例 

 四日市市指定地域密着型介護予防サービスの基準を定める条例（平成２４年四日市

市条例第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

改正後 改正前 

（利用定員等） （利用定員等） 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所の利用定員（当該共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所において同時に共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護の提供を受

けることができる利用者の数の上限を

いう。）は、指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所又は指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所にお

いては共同生活住居（法第８条第２０項

又は法第８条の２第１５項に規定する

共同生活を営むべき住居をいう。以下同

じ。）ごとに、指定地域密着型特定施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設

においては施設ごとに１日当たり３人

以下とする。 

第９条 共用型指定介護予防認知症対応

型通所介護事業所の利用定員（当該共用

型指定介護予防認知症対応型通所介護

事業所において同時に共用型指定介護

予防認知症対応型通所介護の提供を受

けることができる利用者の数の上限を

いう。）は、指定認知症対応型共同生活

介護事業所、指定介護予防認知症対応型

共同生活介護事業所又は指定介護予防

認知症対応型共同生活介護事業所にお

いては共同生活住居（法第８条第１９項

又は法第８条の２第１５項に規定する

共同生活を営むべき住居をいう。以下同

じ。）ごとに、指定地域密着型特定施設

又は指定地域密着型介護老人福祉施設

においては施設ごとに１日当たり３人

以下とする。 

２ 共用型指定介護予防認知症対応型通 ２ 共用型指定介護予防認知症対応型通



所介護事業者は、指定居宅サービス（法

第４１条第１項に規定する指定居宅サ

ービスをいう。）、指定地域密着型サー

ビス（法第４２条の２第１項に規定する

指定地域密着型サービスをいう。）、指

定居宅介護支援（法第４６条第１項に規

定する指定居宅介護支援をいう。）、指

定介護予防サービス（法第５３条第１項

に規定する指定介護予防サービスをい

う。）、指定地域密着型介護予防サービ

ス若しくは指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援

をいう。）の事業又は介護保険施設（法

第８条第２５項に規定する介護保険施

設をいう。）若しくは指定介護療養型医

療施設（健康保険法等の一部を改正する

法律（平成１８年法律第８３号）附則第

１３０条の２第１項の規定によりなお

その効力を有するものとされた同法第

２６条の規定による改正前の法第４８

条第１項第３号に規定する指定介護療

養型医療施設をいう。第４４条第６項に

おいて同じ。）の運営（第４４条第７項

において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有す

る者でなければならない。 

所介護事業者は、指定居宅サービス（法

第４１条第１項に規定する指定居宅サ

ービスをいう。）、指定地域密着型サー

ビス（法第４２条の２第１項に規定する

指定地域密着型サービスをいう。）、指

定居宅介護支援（法第４６条第１項に規

定する指定居宅介護支援をいう。）、指

定介護予防サービス（法第５３条第１項

に規定する指定介護予防サービスをい

う。）、指定地域密着型介護予防サービ

ス若しくは指定介護予防支援（法第５８

条第１項に規定する指定介護予防支援

をいう。）の事業又は介護保険施設（法

第８条第２４項に規定する介護保険施

設をいう。）若しくは指定介護療養型医

療施設（健康保険法等の一部を改正する

法律（平成１８年法律第８３号）附則第

１３０条の２第１項の規定によりなお

その効力を有するものとされた同法第

２６条の規定による改正前の法第４８

条第１項第３号に規定する指定介護療

養型医療施設をいう。第４４条第６項に

おいて同じ。）の運営（第４４条第７項

において「指定居宅サービス事業等」と

いう。）について３年以上の経験を有す

る者でなければならない。 

 

附 則 

この条例は、平成２８年４月１日から施行する。  

（健康福祉部介護・高齢福祉課） 


